「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
星野公平ニュース
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発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団)

住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５　
菅首相は1月４日の年頭会見で、今年の重点課題３つを明確にしました。　　　① 環太平洋連携協定（ＴＰＰ）参加を念頭に置いた平成開国、② 消費税引き上げを含む税制と社会保障の一体改革、③ 政治とカネの問題へのけじめです。これに対して新聞各社、マスコミが有言実行（ぶれなく）を求めているところに危険性があります。歴史の教訓として、国が落ちていくとき新聞も同じ速さでおかしくなっていくと指摘されています。３つに対する見解を今後述べて行きます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国の２０１１年度予算案　 財界と米軍に甘く家計に辛い　　ｐ２０１１年度予算の政府案では、一般会計の総額は９２.４兆円で過去最大規模になっています。４１兆円にとどまる税収に対して、新規国債の発行額は４４.３兆円と２年連続で借金が税収を上回ります。輸出大企業の利益が回復する一方で国民の暮らしは厳しさが続いています。５％台の失業率、３００万人を超える失業者、中でも１年以上の長期失業が１２８万人に膨らみ、雇用改善の見通しは立っていません。民間給与の減少に歯止めがかからず、年収２００万円以下の労働者が増えて全体の４分の１を占め、貧困の広がりもますます深刻になっています。予算編成で民主党政権が最も精力を費やしたのは大企業減税でした。財界の要求通りに、国と地方をあわせた法人税率を５％引き下げます。財務省の試算では最大で２兆円を超える減税です。大企業の内部留保は２４０兆円を超えている現状は、大企業にとって空前の金余り状態です。大企業に減税しても国内の投資や雇用に回る効果は期待できません。今こそ、軍事費と大企業・大資産家減税にメスを入れ、暮らし最優先の予算に転換するように日本共産党は求めています。
星野公平のモットー　　安心できる教育･医療･老後を
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月２９００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　

環太平洋連携協定（ＴＰＰ）には不参加を（①にたいして）
――日本の食と農を守るために――
ｐＴＰＰは、関税をはじめ「ヒト、モノ、カネ」にかかわる経済的な国境を完全に自由化することを基本にした連携協定です。ＴＰＰに参加し関税を撤廃した場合に、日本の農業生産は半減し食料自給率は１３％にまで低下すると、農林水産省は試算しています。日本の農業は壊滅的な打撃をうけます。豊かな食文化の基礎を根底から崩すとともに、農林漁業が支える地域経済をはじめ、国土・環境の維持など国民生活の多くの面で深刻な事態を引き起こすのは明らかです。ＴＰＰには、関税の撤廃だけでなく、食料の安全基準、医療制度や保険制度、公共事業の入札など、多くの分野での規制の緩和･撤廃も盛り込まれています｡「国のあり方」として「弱肉強食」がいっそう貫かれることになり、一部の輸出大企業は潤っても、国民の多くは市場原理優先の社会に放り出されることになります。ＴＰＰ参加阻止のたたかいは国民本位の経済政策への転換と農林漁業再生に道を開くことにつながります。
今年の星野公平 ４つの観点で「安心できる教育・医療・老後を」
桑名市議会の中では正式会派（３名以上）として認められず、各派代表者会議や議会運営委員会にはオブザーバーとしてしか参加できませんが、今まで以上の働きが議会内外で出来るように工夫して参ります。

昨年の選挙で訴えた「①汚職・不正を無くする、②社会的弱者の福祉を守る、③市内の緑と景観を守る、④税金は市民のために使う」の４つの観点で、「安心できる教育・医療・老後」を目指し、公約を一つずつ実現するために、頑張ります。
生活相談  　　桑名市に固定資産税の減免制度はないのか

「固定資産税の支払いが大変だ。何とかならないか」と相談を受けました。早速、税務課へ行き確認してきました。桑名市には、「桑名市固定資産税減免取扱内規」があり、桑名市市税条例、桑名市市税条例施行規則に基づいて作られています。内規によると、減免は生活扶助減免、公益減免、災害減免の３つです。ただし、施行規則によると他に減免の対象となる固定資産として「その他特別の事由がある固定資産」があり「市長が適当と認める割合」となっていました。住民税や国保税には、失業や廃業による所得減の場合がある訳ですから、固定資産税の場合に無いのは可笑しい事実です。今後、確認していきたいと思います。
怒りの声　 「浄化槽清掃費値上げ」の１２月一般質問に反響
桑名市では、下水道の完備してない地域のし尿の汲み取りは、業者が区域指定されています。一方、料金を一律に設定するよう指導、指示することは独占禁止法に抵触する恐れがあります。今回、下水道料金の値下げ（４月より）と時期を同じに、浄化槽清掃費値上げの案内と契約書が業者各社より利用者に届けられました。３０％以上の便乗値上げです。利用者は業者を選べない状況です。市は知っていた訳ですが、対策を打たないのか質問しました。市は、１４年間も改定されてなく、この間業務の減少や車両等の経費高騰により値上げするもので、理解して欲しいと答弁。市はまったく無策で、市に要望を出していく必要があります。
新刊案内　「高層マンション症候群（シンドローム）」（７６０円税別）
高層マンション建設反対の上で、いい本が出ましたので紹介します。祥伝社新書の「高層マンション症候群（シンドローム）」（白石拓著）です。眺望のよさ、日当たりのよさ、風通しのよさを求めて高層階に住まれる方が多くおられますが、５年以上１０階より上層に住んでいると妊婦の流産率は４２．９％とか、子どもの基本的な日常生活習慣（あいさつ、排便、衣服の着脱など）の自立の遅れが指摘されています。その他に風、外気温、気圧、騒音、大気汚染などの住環境の問題や地震などによるゆれの問題にも触れています。高層マンション建設が下火になること期待しています。ヨーロッパでは規制されています。
消費税と社会保障　　　消費税増税には反対（②にたいして）　
ｐ民主党は社会保障の財源は消費税が｢非常に重要｣だといっています。消費税は「社会保障のため」だとだまし、消費税を増税しなければ社会保障が「維持できない」と脅し、結局最後は“問答無用”で増税を進めようとしています。これほど国民をバカにしたことはありません。消費税が導入されて２０年になりますが、この間社会保障は充実するどころか、年金も医療も介護も、福祉という福祉が切り下げられてきました。いまごろ「社会保障のため」といわれて信じるほど、国民は甘くはありません。生活必需品を含めあらゆる商品やサービスに課税し、どんな収入の少ない人にも負担を押し付ける消費税が、社会保障の財源としてもっともふさわしくないのは明らかです。低所得者も高所得者も生活必需品の購入はそれほど変わりませんから、消費税は低所得者ほど負担が重い逆進的な税金になります。税金を転嫁できない中小企業は身銭を切ってでも納税しなければならないのに、輸出大企業は還付まで受けられます。こうした消費税を社会保障の財源とすること自体論外です。社会保障の財源はもともと、大企業や大資産家にこそ重く負担してもらうべきものです（応能負担の原則）。消費税増税など国民の暮らしを犠牲にする「財政再建」では、財政も暮らしもいっそう深刻になります。経済危機の打開と財政危機の打開を一体に取り組むためにも、消費税の増税ではなく、大企業優先から「暮らし最優先」への経済政策の転換が急務です。
　　　　　菅政権の防衛計画「防衛計画の大綱」と「中期防衛力整備計画」
ｐ平和を求める国民の願いに背を向け、危険な日米軍事同盟の強化と軍備増強をすすめる計画です。自民党政権でさえ口にしてきた「専守防衛」などの原則を完全に空洞化した、「動的防衛力」構想は、必要に応じて自衛隊をどこにでも緊急展開できる体制にし、戦争に備えるというものです。北朝鮮や中国などの周辺諸国の軍事動向に対抗することを口実に軍備を増強し、自衛隊を自由に配備・運用することができるものとなっています。菅政権の危険な本質を浮彫りにしています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ｐ「武器輸出三原則」の見直しについては「大綱」にもりこまれなかったものの、国際共同開発・生産に参加する方策を「検討する」とのべています。海外への武器輸出をめざす方針に変わりがないことを示したものです。「武器輸出三原則」を突き崩し、日本を他国民の命を奪う「死の商人」国家にする企ては重大であり、こうした見直しや「検討」はきっぱりやめるべきです。　　　　　　　　　　　　
ｐいま、日本がやるべきなのは、日本周辺の緊張を高める軍備増強をやめ、憲法９条にもとづく外交力を生かすことです。そのために、新「大綱」と「中期防」を撤回し、日米軍事同盟強化と軍拡の方針を根本から見直すべきです。
政治とカネの問題については、次回以降に触れる予定です。







